
第6回介護労働者の確保・定着等に関する研究会 議事次第  

平成 2 0 年 6 月 2 0 日  
10：0 0 ～12：0 0  
厚生労働省専用第22会議室  

1 開会  

2 介護労働に関する現状及びその分析に必要な追加資料説明  

3 介護労働者の確保・定着等に関する研究会中間報告とりまとめ  

（骨子）案の検討  

4 その他  

（配付資料）  

No．1 介護労働者の確保・定着等に関する研究会課題に係る資料  

No．2 事業者団体等ヒアリングに係る主なヒアリング内容（事項別）  

No，3 ヒアリング対象団体等からの厚生労働省への要望一覧  

No．4 介護労働者の確保・定着等に関する研究会中間報告とりまとめ  

（骨子）案について   



資料 No．1  

介護労働者の確保・定着等に関する研究会課題に係る資料   



研究会課題に係る資料  

【離職率について】  

資料1－1 性別離職率  

資料1－2 都道府県別平均賃金と介護職員離職率の関係  

資料1－3 都道府県別平均賃金と訪問介護員離職率の関係  

【需給状況について】  

資料2－1 都道府県別所在者数、利用者数と介護職員数の関係  

資料2－2 利用者数、在所者数の推移  

資料2－3 介護職員数の推移  

【賃金について】  

基本給を見直している際に考慮している要素  

基本給を見直している際に考慮している要素（事業所の状況別）  

看護職（女）年齢階級別賃金カーブ（平成元年、平成19年）  

看護職（女）経験年数別賃金カーブ（平成元年、平成19年）  

医療、福祉、介護職経験年数別賃金カーブ  

職種別年齢階級別賃金カーブ  

職種別経験年数別賃金カーブ  

標準的労働者職種別賃金カーブ  

資料3－1  

資料3－2  

資料3－3  

資料3－4  

資料3－5  

資料3－6  

資料3－7  

資料3－8  

【派遣労働者について】  

資料4－1 派遣労働者の受入（都道府県別）  

資料4－2 派遣労働者の受入（事業所の状況別）  

【介護保険法施行前後の各種数値の変化について】  

資料5－1 勤続年数の推移  

資料5－2 賃金（きまって支給する現金給与額）の推移  

資料5－3 法人格別各種数値（別添）  

【スケールメリットについて】  

資料6（資料6－1～6－6） 介護保険施設、居宅サービス事業所の規模別収  

支差率  

【介護労働者の専門性について】  

資料7 ヘルパーの属性・キャリアと介護能力得点の平均値   



性別離職率  

区分   男女計   男   女   

全産業   16．2   13．3   20．0   

医療，福祉   17．3   15．0   17．9   

訪問介護員・介護職員   20．3  

※「全産業」、「医療，福祉」の出典は厚生労働省「雇用動向調査（平成18年）」  

※「訪問介護員・介護職員」の出典は（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  

※「医療，福祉」の性別離職率については、次式より推計。  

離職率＝（離職者数／1月1日現在の常用労働者数）×100（％）   



都道府県別平均賃金と介護職員離職率の関係  
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都道府県別平均賃金と訪問介護員離職率の関係  
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都道府県別介護保険施設の在所者数■在院者数と介護職員数の関係  
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資料出所：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査（平成18年）」  

都道府県別居宅サービス事業所の利用者数と介護職員数の関係  
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資料出所＝ 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査（平成18年）」   

※介護予防サービスの利用者数を含む  



利用者数、在所者数の推移  

（人）  （人）  （％）  （人）  （％）  

平成18年   平成17年   対前年増減率   平成18年   対前年増減率   

合計  3．515，805   3．838，010   9．2   3．879．002   1．1   

介護保険施設  743，811   766．128   3．0   784，235   2．ヰ  

介護老人福祉施設   357，891   376，328   5．2   392，547   4．3  

介護老人保健施設   256．る09   269．352   4．9   280．589   4．2  

介護療養型医療施設   129．111   120，448   －6．7   111，099   －7．8   

居宅サービス事業所  2，771．994   3，071，882   10．8   3，094，767   0．7   

訪問介護  972，266   1，090．†12   12．1   882．556  －19．0  

介護予防訪問介護  159．791  

訪問入浴介護   67．208   67．288   0．】   62，219  －7．5  

介護予防訪問入浴介護  193  

通所介護  995，903   1．097．273   10．2   955，506  一－2．9 

介護予防適所介護  149，705   

短期入所生活介護   192．781   210．688   9．3   224．163   6．ヰ  

介護予防短期入所生活介護  3，827  

認知症対応型共同生活介護   70，161   94，907   35．3   l15．644   21．8  

介護予防認知症対応型共同生活介護  1，105  

通所リハビリテ嶋ション（介護老人保健施設）  258．235   270，436   4．7   244，585  －9．6  

介護予防通所リハビリテーション（介護老人保健施設）  28，938  

通所リハビリテーション（医療施設）   181，519   19l．251   5．4   167．459   －12．4  

介護予防通所リハビリテーション（医療施設）  25．763  

特定施設入所者生活介護   33．921   49，927   47．2   66．070   32．3  

介護予防特定施設入居者生活介護  7，243   

資料出所ご厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」   



介護職員数の推移  

（人）  （人）  （％）  （人）  （％）  

平成16年   平成17年   対前年増減率   平成18年   対前年増減率   

合計  1，002，144   1．124，691   12．2   1，171．812   4．2   

介護保険施設  298．141   312，369   4．8   321．753   3．0  

介護老人福祉施設   157，828   171，800   8．9   181．128   5．4  

介護老人保健施設   88，850   94．353   6．2   99．222   5．2  

介護療養型医療施設   皇⊥A！迫   全色L≧」j   －10．2   4⊥旦〔迫   －10．4   

居宅サービス事業所  704．003   812．322   15．4   850，059   4．6  

訪問介護   354．634   4旦軋ま邑4   12．9   呈旦亘▲旦！迫   －3．7  

訪問入浴介護   ユ旦ヱ≦迫   ⊥呈▲⊆迫8   －1．8   11丘旦皇   －11．4  

通所介護   103，990   121．156   16．5   127，861   5．5  

短期入所生活介護   109．238   122．399   12．0   136．934   11．9  

認知症対応型共同生活介護   65，906   86．898   31．9   107，387   23．6  

通所リハビリテーション（介護老人保健施設）   22，380   24．625   10．0   25．842   4．9  

通所リハビリテーション（医療施設）   16．213   り．745   9．4   18，444   3．9  

特定施設入所者生活介護   18，346   26．157   42．6   36，354   39．0   

資料出所：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」   



基本給を見直している際に考慮している要素  

勤務年数  

稼働時間  

資格取得  

その他  

無回答   

資料出所‥ 財団法人介護労働安定センター「事業所における介護労働実態調査」（平成18年度）   



基本給を見直す際に考慮している要素（事業所の状況別）  
（％）  

（1）基本給見直しの有無  （2）見直す際に考慮している要素（複数回答）  
所回  い見  い見  無  勤  稼  能  牢  役  資  そ  無  
数答  な直  る直  回  務  働  力  齢  職  格  の  回  
事  取  
業   数   得   

合計  23，168  36．7  53．1  10．1  51．8  21．1  72．1  9．7  26．7  59．3  4．4  1．4   
民間企業（個人経営・会社等）   8，684  27．5  59．6  12．9  45．5  29．4  77．6  6．8  26．0  57．8  3．9  1．8  

社会福祉協議会   2，699  62、6  30．1  7．3  61．9  15．3  37、3  9，4  23．4  47．7  4．4  1．7  
法  

人  2，572  31．3  59．5  9．3  54．4  14．7  76．1  11．4  30．6  68．4  4．7  1．0  
NPO（特定非営利活動法人）   1，216  39．6  45．8  14．6  47．2  25．1  70．7  8．3  26．0  54．8  3．2  1．8  

371  44．5  40．7  14．8  55．6  9．3  51．0  9．9  30．5  41．7  4．6  1．3  

格 別  668  41．6  44．9  13．5  61．3  24．0  54．0  14．7  21．3  55．7  8．7  0．7  

その他   483  46．8  38．7  14．5  48．1  15．0  56．1  8．6  19．8  53．5  9．6  1．1  

無回答   168  25．6  55．4  19．0  58．1  29．0  77．4  10．8  33．3  62．4  7．5  2．2   

4人以下   230  36．5  38．3  25．2  39．8  19．3  70．5  3．4  14，8  37．5  1．1  5．7  
5人以上9人以下   2．190  33．0  51．3  15．7  44．9  22．2  69．4  臥2  21．1  52．0  4．3  1．8  
10人以上14人以下   2，652  35．1  50．7  14．3  48．1  25．9  73．0  7．1  23．1  57．1  4．3  1．6  

事                                                                                   15人以上19人以下   2，348  32．5  54．9  12．6  52．9  27．8  72．2  9．2  25．7  57．7  4．1  1．4   
菓  20人以上24人以下   1，811  33．6  53．9  12．5  50．2  23．6  73．8  6．9  27．0  58．0  4．6  1．9   
所  25人以上29人以下   1，491  34．5  55．4  10．1  49．9  25．1  71．8  9．4  27．8  60．7  3．5  1．2   
規  30人以上49人以下   4，064  36．6  54．5  9．0  52．2  22．7  71，7  9．3  28．7  59．7  4．0  1．4   
模  50人以上99人以下   5，596  40．7  53．0  6．4  55．5  16．5  72．3  11．2  28．1  61．8  4．2  1，1   
別  100人以上299人以下   2，547  40．0  53．4  6．6  54．0  13．1  71．5  14．0  29．0  63．9  6．8  0．9  
300人以上499人以下   167  49．1  47．3  3．6  50．6  10．1  83．5  13．9  31．6  60．8   

500人以上  10．5  

無回答   O - 

サ  訪問系   6，842  38．2  48、8  13．1  47．7  31．5  67．0  6．5  23．2  52．1  4．3  1．6   
l介 型．i璽  施設系（入所型）   8，468  35．5  57．4  7．2  54．1  14．1  76．2  12．2  31．0  66．2  4．4  1．0   

別…保  施設系（適所型）   5，626  38．6  54．0  7．4  53．2  19．5  71．9  9．9  24．6  57．0  4．2  1．4   

系  その他   117  12．8  48，7  38．5  50．9  38．6  87．7  7．0  19．3  50．9  1．8  1．8   

居宅サービス小計   12，896  37．7  51．9  10．5  50．4  25、7  70．5  8．3  24．5  55．0  4．5  1．5  

訪問介護   6，295  38．3  48．8  12．9  46、9  31．8  66．4  6．2  22．5  52．1  4．4  L7  

訪問入浴介護   173  35．8  57．2  6．9  51．5  27．3  79．8  12．1  32．3  48．5  4．0  1．0  

訪問着護   160  35．0  45．6  19．4  58，9  27．4  74．0  6．8  32．9  53．4  6．8  

訪問リハビリテーション   10  ＊  

居宅療養管理指導  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊   ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  
適所介護   4，899  40．0  52．9  7．1  53．1  20．0  71．5  9、4  24．4  56．6  4．1  1．4  

主  452  29．9  60．4  9．7  59、0  15．8  72．9  12、1  27．1  57．9  6．6  0．4   

短期入所生活介護   281  

す  短期入所療養介護  2   

る  特定施設入居者生活介護   506  24．9  69．8  5．3  47，9  25．5  85．8  13．3  35．7  60．3  8．5  0．8   

l  福祉用具貸与   110  9．1  51．8  39．1  50．9  38．6  87．7  7．0  19．3  50．9  1．8  1．8   

ビ  7  

ス   1，930  
夜間対応刑訪問介護  2   

種  231  25．1  64．5  10．4  47．0  21．5  73．8  16．1  24．8  64．4  3．4  2．0   

小規模多機能型居宅介護   16  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊   
類                            別  認知症対応型共同生活介護   1，645  

6  

地域密着型介護老人福祉施設  30   ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  
居宅介護支援   158  39．2  41．8  19．0  62．1  24．2  68．2  4．5  31．8  54．5  1．5   

施設サービス小計   0．7     5，987  39．1  54．9  6．1  55．2  11．0  73．8  13．5  28．9  65．2  4．5  

介護老人福祉施設   4，174  40．1  54．7  5．3  56．2  10．7  74．3  13．5  28．0  63．6  4．6  0．7  
介護老人保健施設   1，369  37．5  56．0  6．5  52，6  12．3  73．0  12．3  29．8  68．7  5．0  0．5  
介護療養型医療施設   444  34．5  53．4  12．2  54．0  9．7  72．2  17．3  33．8  69．6  2．1  1．3   

開  1年未満   969  40，7  46．5  12．8   25．7  77．4  6．9  22．4  59．0  4．0  2．0   

始  1年以上2年未満   2，087  37．6  51．0  11．4   25．3  74．9  8．2  27．0  57．6  4．5  2．1   

後  2年以上3年未満   2，253  3L6  57．4  10．9   22．8  78．1  7．3  26、5  56．0  4．0  1．5   
経  3年以上4年未満   2，011  27．6  59．0  13．3   27．3  76．9  8．2  27．4  61．0  4．0  1．7   

過  4年以上5年未満   1，429  28．5  61．2  10．4   22．2  76．1  10．3  27．6  60．2  5．7  1．1   
年  5年以上10年未満   7，844  38．5  52．6  8．9   19．7  70．3  10．4  27．2  60．0  4．7  1．2   
数  10年以上   3，861  44．6  49．7  5、7   14．6  65、9  11．8  27．6  61、5  3．7  0．5   

別  無回答   2．714  33，8  51．1  15．1   22．1  69．7  9．7  23．8  56．2  4．8  2．2   

離  4，621  42．4  48．9  8．7  53．5  20．8  70．5  10．5  26．1  59．6  4．7  1．5  

10％以上15％未満   2，890  38．8  53．4  7．8  53．8  19．8  71、3  9．7  27．7  61．8  4．9  0．7  
職 率  2，062  35．8  55，9  8．3  49．2  18．3  74．9  8．1  26．1  63、5  4．4  1．1  
状  1，839  32．4  60．6  7．0  55．9  23．4  70．9  11．1  27．4  57．7  3．9  0．8  
25％以上30％未満   1，491  33．9  57．7  8．4  51．9  18．5  77．8  9．8  29．4  59，5  3．8  1．0   

4，608  30．3  61．3  8．4  51．3  20．7  75．5  9．6  28．6  60．6  4．7  1．6  

況   2，221  38．2  49．6  12．2  48．5  26．5  71．3  7，6  22．7  56．8  3．9  1．9   

疋  4，562  34．2  57．4  8．4  52．1  21．6  75．8  9、2  30．3  61．1  4．2  0．9  
状着   2，819  32．4  57．0  10．6  53．4  19．4  72．6  11．0  26．4  59．1  3．2  1．3   
況率  15，370  38．5  51，3  10．3  51．3  21．3  70．7  9．7  25．6  58．6  4．8  1．5  

の   417  31．2  46．8  22．1  52．3  22．6  73．8  6．7  23．6  63．1  3．6  2．1   

資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



看護職（女）年齢階級別賃金カーブ（平成元年、平成19年）  

＋看護婦【198，590人】（平成元年）  

－■・・・・・准看護婦【195，870人】（平成元年）  

＋看護補助者【76，690人】（平成元年）  

一や・・・・・看護師【375，180人】（平成19年）  

＋一准看護師【17，5360人】（平成19年）  

－－－－一日一看護補助者【106，390人】（平成19年）   

～17歳 18～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成元年、平成19年）  
注：一般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与額」×12ケ月＋「特別給与故」）  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。  



看護職（女）経験年数別賃金カーブ（平成元年、平成19年）  
（千円）   

＋看護婦【198，590人】（平成元年）  

＋准看護婦【195，870人】（平成元年）  

－Ⅰ一看護補助者【76，690人】（平成元年）  

－くト看護師【375，180人】（平成19年）  

→「－准看護師【17，5360人】（平成19年）  

－一白一看護補助者【106，390人】（平成19  

年）   

5～9年  10～14年  15年以上  1－4年  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成元年、平成19年）  
注：一般労働者について年収を推計したもの（「所定内給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である  



医療、福祉、介護職経験年数別賃金カーブ  

（千円）   

＋ケアマネージャー   

＋ホームヘルパー   

＋福祉施設介護員   

－－う←看護師   

→トー准看護師   

－○－・一医療職   

－1トー福祉職  

1年以上5年未満  5年以上10年未満  10年以上15年未満  15年以上  1年未満  

（資料出所）医療職、福祉職ついては「国家公務員等給与実態調査」（平成19年）、その他は厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）より推計。  
注＝医療職、福祉職についてはそれぞれ医療職俸給表（三）、福祉職俸給表の平均俸給故についてみたもの。  
注：医療職とは、保健師、助産師、看護師などをいい、医師や薬剤師は含まない。  
注：その他は所定内給与額についてみたもの。   



資料3－6－1  
職種別年齢階級別賃金カーブ（女）  

－▲－ケアマネージャー（女）【29，760人】  

－t－ホームヘルパー（女）【38，920人】  

一●一福祉施設介護員（女）【233，240人】  

－－▲＝看護師（女）【375．180人】  

－－●－－准看護師（女）【17，536人】  

－・●－一看護補助者（女）【106，390人】  

＝※‥理学療法士、作業療法士（女）【28，340  

人】  

十百貨店店員（女）【74フ50人】  

†  販売店員（女）【223．820人】  

†  スーパー店チェツカー（女）【35，090人】  

≠給仕従事者（女）【84．240人】   

～17歳18～19歳 20－24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注ニー般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。  



資料3－6－2  

職種別年齢階級別賃金カーブ（男）  

－▲－ケアマネージャー（男）【8，790人】   

－t－ホームヘルパー（男）【8，410人】   

－●一福祉施設介護員（男）【97．440人】  

＝▲∵‥看護師（男）【23，950人】  

－一書＝准看護師（男）【13，520人】   

‥●＝看護補助者（男）【18，960人】   

－－※－一理学療法士、作業療法士（男）【28，510  
人】  

十百貨店店員（男）【30，080人】  

†  販売店員（男）【212，280人】  

†  給仕従事者（男）【43，020人】   

－－－－－「トーーーーー警備員（男）【121，500人】   

～17歳18～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40－44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注‥一般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与祖」×12ケ月＋「特別給与祖」）  

注＝労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。  



資料3－7－1  

職種別経験年数別賃金カーブ（女）  

ー1－ケアマネージャー（女）【29，760人】   

－t－ホームヘルパー（女）【38，920人】   

－●－福祉施設介護員（女）【233，240人】   

－－▲‥看護師（女）【375，180人】   

t－■＝‥准看護師（女）【17，536人】   

‥●一一看護補助者（女）【106，390人】   

－－※・・理学療法士、作業療法士（女）【28，340  

人】  

十百貨店店員（女）【74．750人】  

†  販売店員（女）【223，820人】  

†  スーパー店チェツカー（女）【35．090人】   

≠給仕従事者（女）【84，240人】   

．．・．・・義・■－ 

1～4年  5～9年  10～14年  15年以上  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注ニー般労働者について年収を推計したもの（「所定内給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である  



資料3－7－2  
職種別経験年数別賃金カーブ（男）  

－■仁一ケアマネージャー（男）【8，790人】  

－t－ホームヘルパー（男）【8．410人】  

－●一福祉施設介護員（男）【97，440人】  

‥▲＝看護師（男）【23，950人】  

－・●－一准看護師（男）【13，520人】  

・－●－一看護補助者（男）【18，960人】  

・一紫‥理学療法士、作業療法士（男）【28，510  

人】  

十百貨店店員（男）【30．080人】  

†  販売店員（男）【212．280人】  

㌢給仕従事者（男）【43，020人】  

↓警備員（男）【121，500人】   

10～14年  15年以上  5～9年  0年  1～4年  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：一般労働者について年収を推計したもの（「所定内給与額」×12ケ月＋「特別給与練」）  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である  



資料3－8－1  
標準的労働者職種別賃金カーブ（女）  

ー▲－ケアマネージャー（女）  

4500．0  

－t－ホームヘルパー（女）  

4000．0  
－◆一福祉施設介護員（女）  

3500．0  
‥▲＝看護師（女）  

3000．0  
－－●‥准看護師（女）  

2500．0  寸 看護補助者（女）  

2000．0  ‥＃－一理学療法士、作業療法士（女）  

⊥百貨店店員（女）  
1500．0  

†  販売店員（女）  
1000．0   

†  スーパー店チェツカー（女）  

〉仁一給仕従事者（女）   

25～29歳  30～34歳  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注＝標準的労働者について年収を推計したもの（「所定内給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）  

注‥標準的労働者とは、25～29歳では経験年数が1～4年、30～34歳では経験年数が5～9年の者をいう  



資料3－8－2  
標準的労働者職種別賃金カーブ（男）  

5000．0  

－▲－ケアマネージャー（男）  

－t－ホームヘルパー（男）  

－◆一福祉施設介護員（男）  

‥▲∵‥看護師（男）  

－－●・・准看護師（男）  

－－◆・一看護補助者（男）  

＝※・一理学療法士、作業療法士（男）  

十百貨店店員（男）  

j販売店員（男）   

4500．0  

4000．0  

3500．0  

3000．0  

2500．0  

2000．0  

1500．0  

1000．0   

Ⅹ給仕従事者（男）  

↓警備員（男）   

25～29歳  30～34歳  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：標準的労働者について年収を推計したもの（「所定内給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）  

注＝標準的労働者とは、25～29歳では経験年数が1～4年、30～34歳では経験年数が5～9年の者をいう  



派遣労働者の受入れ（都道府県別）  

派遣を受け入れている派遣を受け入れていない  無回答  

肝十一高二▼打‾‾▼ 】‾ 
▼     、 ■  l  

9．0％  

6．8％  北海道  

青森県  

岩手県   

宮城県  

秋田県   

山形県  
福島県  

茨城県  

栃木県  

群馬県  

埼玉県  

千葉県  

東京都  

神奈川県  

新潟県  

冨山県  

石川県   

福井県   

山梨県   

長野県  

岐阜県  

静岡県   

愛知県  

三重県  

滋賀県  

東都府  

大阪庶  

兵庫県  

奈良県  

和歌山県  

鳥取県   

島根県  

岡山県  

広島県   

山口県   

徳島県  

香jll県  

愛媛県  

高知県  

福岡県  

佐賀県  

9し6％  

95．6％  

90．7％  

90．2％  

95．0％  

87．8％  

糾．9％  

90．4％  

86．4％  

92．7％  

89．8％  

90．3％  

83．0％  

83．7％  

8了．9％  

92．6％  

82．1％  

85，1％  

90．7％  

83．8％  

89．5％  

86．7％  

86．9％  

92．9％  

90．2％  

83．5％  

87．4％  

89．9％  

92，1％  

94．6％  

94．4％  

94，9％  

88，6％  

90．0％  

94．7％  

86．7％  

89．0％  

91．1％  

99．0％  

92．9％  

94．8％  

96．9％  

96．7％  

93，6％  

93．1％  

96．1％  

2．8％  

8．0％  

8．9％  

3．8％  

毘」巡  

13』  

8．7％  

出⊥岨  

5．6％  

8．7％  

7．6％  

1亘」遥  

j且」且  

1臥ヱ溢  

6．6％  

適」蟻  

週」過  

6．2％  

13 』  

9，6％  

ユ皇ユ‰  

⊥1⊥岨  

6．1％  

9，8％  

適」池  

ユ⊥＿旦盟  

8．7％  

6．6％  

2．0％  

2．8％  

2．9％  

8．1％  

8．6％  

4．6％  

封」迅  

8．0％  

1．7％  

1．2％  

0．9％  

1．3㌔  

0．0％  

1．鍋  

0．9％  

2．3％  

1．了％  

1．6％  

2，1％  

1．3％  

1．2％  

1．9％  

0．8％  

2．4％  

2．了％  

3．1％  

2．7％  

0．9％  

0．7％  

1．7％  

0．9％  

0．0％  

1．1％  

1．3％  

1．4％  

1．3％  

3．4％  

2，8％  

2．2％  

3．3％  

1．4％  

0，了％  

1．8％  

3．0％  

1．6％  

0．0％  

0．5％  

2．6％  

0．9％  

0．6％  

1．1％  

ト5％  

1．了％  

6．4％  

％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
％
 
 

4
 
0
 
5
 
6
 
2
 
8
 
 
 

7
 
1
 
6
 
2
 
2
 
2
 
 

長崎県  

熊本県   

大分県  

宮崎県  

鹿児島県  

塑型L r－L▼■、】＿【む些＿⊥ ＿ 」 Z二些＿【▼＿L  
資料出所：（財）介護労働安定センター「事業所における介護労働実態調査」（平成18年）より都道府県別に集計。  

※都道府県が不明であるものは除いている。   



派遣労働者の受入（事業所の状況別）  
（％）  

回   れ派   れ派   4荘  

答   て遣   て遣   回  

事  いを  いを  答   

業  る受  な受  

所  け  いけ  

数  入  入  

合計  11，627   8．9   89．4   1．8   

民間企業（個人経営・会社等）   5，195   6．6   91．6   1．8  

社会福祉協議会   905   4．5   94．1   1．3  

2，205   18．3   80．9   0．8  

法 人  1，519   9．3   89．0   1．6  

格  615   4．1   94．6   1．3   

別  社団法人・財団法人   296   6．1   92．6   1．4  

協同組合   315   4．8   93．3   1．9  

その他  455   7．0   89．2   3．7  

無回答  122   8．2   73．0   18．9   

4人以下   983   2．1   95．9   1．9  

5人以上9人以下   1，873   2．8   95．5   1．7  

10人以上14人以下   1，557   6．3   92．6   1，1  

事                                   15人以上19人以下   1，234   6．9   92．2   0．9   

業  20人以上24人以下   810   7．2   91．5   1．4   

所  25人以上29人以下   646   7．6   91．6   0．8   

規  30人以上49人以下   1，585   9．7   89．4   0．9   

模  50人以上99人以下   1，942   18．2   80．7   1．0   

別  100人以上299人以下   786   17．6   81，6   0．9  

300人以上499人以下   60   15．0   85．0  

500人以上   32   12．5   87．5  

無回答   119   8．4   32．8   58．8  

サム  訪問系   3，840   4．3   94．5   1．3   

lノl 聖小豆饗  施設系（入所型）   3，279   17．6   81．3   1．1   

別≡保  施設系（適所型）  2，473   7．6   91．5   0．9   

その他          系  702   4．1   94．4   1．4   

居宅サービス小計   6，450   6．5   92．4   1．1  

訪問介護   2，570   4．2   94．7   1．1  

訪問入浴介護   68   41．2   57．4   1．5  

訪問看護   448  1．8   96．4   1．8  

訪問リハビリテーション  9  ＊   ＊   ＊  

居宅療養管理指導  18  ＊   ＊   ＊  

適所介護   2，058   7．6   91．6   0．8  
主                                                                               通所リハビリテーション   265   7．9   90．6   1．5   

レ  短期入所生活介護   94  12．8   86．2   1．1   

す  短期入所療養介護  3  ＊   ＊   

る サ  

＊  

237   23．6   74．7   1．7  

1  
625   4．3   94．4   1．3   

ビ  特定福祉用具販売   55   3．6   92．7   3．6   

ス  地域密着型サービス小計  949  6，1  92．6  1．3  

夜間対応刑訪問介護  2  ＊  ＊  ＊   

種   123   5．7   91．9   2．4   

類  小規模多機能型居宅介護   10   ＊   ＊   ＊   

別  認㌧知症対応型共同生活介護   800  5．9   93．3   0．9  

地域密着型特定施設入居者生活介護  3  ＊   ＊   ＊  

地域密着型介護老人福祉施設  ＊   ＊   ＊  

居宅介護支援   604   1．3   97．5   1．2  

施設サービス小計   2，124   21．6   77．4   1．0  

介護老人福祉施設   1，310   24．6   74．6   0．8  

介護老人保健施設   552   18．5   80．1   1．4  

介護療養型医療施設   262   13．0   85．9   1．1   

開  1年未満   695   5．0   92．7   2．3   

始  1年以上2年未満   1，142   6．9   91．7   1．4   

後  2年以上：i年未満   1，194   7．1   91．5   1．4   

経  3年以上4年未満   1，052   6．4   92．8   0．9   

過  4年以上：i年未満   728   9．2   90．2   0．5   

牛  5年以上］0年未満   3，793   9．1   89．6   1．3   

数  10年以上   1，424   16．5   82．8   0．7   

別  無回答   1、599   7．4   87．4   5．3   

資料出所：（財）介護労働安定センター「事業所における介護労働実態調査」（平成18年）   



勤続年数の推移  

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  平成19年   

産業計（男女）   12．0   12．2   12．1   12．2   12．1   12．0   12．0   11．8   

産業計（男）   13．3   13．6   13．5   13．5   13．4   13．4   13．5   13．3   

産業計（女）   8．8   8．9   8．8   9．0   9．0   8．7   8．8   8★7   

ホームヘルパー（男女）  5．3   5．0   4．8   5．1   4，6   4．4   4，8   

ホームヘルパー（男）  3．0   2．6   3．7   4．1   2．8   3．9   3．5   

ホームヘルパー（女）  5，5   5．2   4．9   5．2   4．9   4．5   5．1   

福祉施設介護員（男女）  5．5   5．7   5．9   5．7   5．1   5．2   5．1   

福祉施設介護員（男）  5．3   5．8   5．8   5．6   4．9   4．9   4．9   

福祉施設介護員（女）  5．6   5．7   5．9   5．8   5．1   5．3   5．2   

介護支援専門員（ケアマネージャー）（男女）  7．8   8．0   7．3   8．3   7．7   6．9   7．0   

介護支援専門員（ケアマネージャー）（男）  8．8   8．9   8．4   9．2   7．8   7．3   6．7   

介護支援専門員（ケアマネージャー）（女）  7．4   7．7   7．0   8．1   7．7   6．8   7．1   

資料出所：厚生労働省「賃議構造基本統計調査」   



賃金（きまって支給する現金給与額）の推移  

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  平成19年   

産業計（男女）   330．0   333．3   329．2   329．8   330．2   330．8   330．9   330．6   

産業計（男）   370．3   373．5   367．7   368．8   367．7   372．1   372．7   372．4   

産業計（女）   235．1   237．1   238．8   239．4   241．7   239．0   238．6   241．7   

ホームヘルパー（男女）  208．2   211．1   200．1   212．6   198．6   202．1   213．1   

ホームヘルパー（男）  224．1   226．2   213．1   248．5   197．2   230．6   239．3   

ホームヘルパー（女）  206．6   209．5   199．0   207．5   198．8   197，0   207．4   

福祉施設介護具（男女）  227．7   232．2   226．8   221．4   211．3   212．4   210．7   

福祉施設介護員（男）  244．3   252．7   244．2   238．1   227．9   227．1   225．9   

福祉施設介護員（女）  222．1   224．4   219．9   214．1   204．3   206．4   204．4   

介護支援専門員（ケアマネージャー）（男女）  278，5   281．5   270．5   272．8   267．4   260．3   267．1   

介護支援専門員（ケアマネージャー）（男）  308．4   318．8   298．1   289．1   290．2   296．1   284．8   

介護支援専門員（ケアマネージャー）（女）  266．0   2（柑．6   262．6   268．8   260．5   251．7   261．8   

資料出所＝ 厚生労働省「賃議構造基本統計調査」  

※きまって支給する現金給与額とは、労働契約、労働協約あるいは、事業所の就業規則などによってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給  
された現金給与額。手取額ではなく、税込みの軌現金給与鏡には、基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当が含まれるほか、超過労働給与額も  
含む。   



介護老人福祉施設 定員規模別収支差率  

101人以上  

81～100人  

31～50人  

30人  

0．04  

収支差率（％）  

資料出所：厚生労働省「平成19年介護事業経営概況調査（暫定仮集計）」（平成20年6月5日公表）   

※暫定的な仮集計の結果であり、今後さらにデータの検証、分析を進めるとともに、他のサービスについても集計を行い公表する予定   
※サンプル数が限定されているため個々のデータの影響が相対的に強く出ることにより、数値が不安定となっている可能性がある0   
※収支差率＝（収入一支出）／収入   

※収入については、補助金を含む   



介護老人保健施設 定員規模別収支差率  

101人以上  

81～100人  

埜  
栗  
咄  
恨  

61～80人  

60人以下  

0  

収支差率（％）  

資料出所＝厚生労働省「平成19年介護事業経営概況調査（暫定仮集計）」（平成20年6月5日公表）   

※暫定的な仮集計の結果であり、今後さらにデータの検証、分析を進めるとともに、他のサービスについても集計を行い公表する予定   
※サンプル数が限定されているため個々のデータの影響が相対的に強く出ることにより、数値が不安定となっている可能性がある。   
※収支差率＝（収入一支出）／収入   

※収入については、補助金を含む   



認知症対応型共同生活介護 定員規模別収支差率  

28人以上  

19～27人  

埜  
璽  
【収  
出  

10～18人  

9人以下  

0．06  

収支差率（％）  

資料出所：厚生労働省「平成19年介護事業経営概況調査（暫定仮集計）」（平成20年6月5日公表）   

※暫定的な仮集計の結果であり、今後さらにデータの検証、分析を進めるとともに、他のサービスについても集計を行い公表する予定   
※サンプル数が限定されているため個々のデータの影響が相対的に強く出ることにより、数値が不安定となっている可能性がある0   
※収支差率＝（収入一支出）／収入   

※収入については、補助金を含む   



訪問介護 延べ訪問回数別収支差率  

2001回以上  

1401～2000回  

1201′・′1400回  

1001～1200回  
轟
回
臣
薔
て
剖
 
 

801～1000回  

601～800回  

401～600回  

201～400回  

200回以下  

－0．3  －0．2  －0．1   

収支差率（％）  

－0．7  －0．6  －0．5  －0．4  

資料出所：厚生労働省「平成19年介護事業経営概況調査（暫定仮集計）」（平成20年6月5日公表）   

※暫定的な仮集計の結果であり、今後さらにデータの検証、分析を進めるとともに、他のサービスについても集計を行い公表する予定   
※サンプル数が限定されているため個々のデータの影響が相対的に強く出ることにより、数値が不安定となっている可能性がある。   
※収支差率＝く収入一支出）／収入   

※収入については、補助金を含む   



通所介護 延べ利用回数別収支差率   

901回以上  

751～900回  

601～750回  

轟
回
旺
藩
て
剖
 
 

451～600回  

301～450回  

151～300回  

150回以下  

ー0．25  －0．2  －0．15  －0．1  －0・05  0  0・05  0・1  0・15  0・2  0・25  

収支差率（％）   

資料出所：厚生労働省「平成19年介護事業経営概況調査（暫定仮集計）」（平成20年6月5日公表）   

※暫定的な仮集計の結果であり、今後さらにデータの検証、分析を進めるとともに、他のサービスについても集計を行い公表する予定0   
※サンプル数が限定されているため個々のデータの影響が相対的に強く出ることにより、数値が不安定となっている可能性があるD   
※収支差率＝（収入一支出）／収入   

※収入については、補助金を含む   



居宅介護支援 実利用者数別収支差率  

201人以上  

151～200人  

101～150人  

81～100人  惑
紳
旺
一
組
蝋
 
 
 

61～80人  

41～60人  

21～40人  

20人以下  

－0．1  －0．2  ー0．3  －0．4  －0．5  －0．6  

収支差率（％）   

資料出所：厚生労働省「平成19年介護事業経営概況調査（暫定仮集計）」（平成20年6月5日公表）   

※暫定的な仮集計の結果であり、今後さらにデータの検証、分析を進めるとともに、他のサービスについても集計を行い公表する予定   
※サンプル数が限定されているため個々のデータの影響が相対的に強く出ることにより、数値が不安定となっている可能性がある0   
※収支差率＝（収入一支出）／収入   

※収入については、補助金を含む   



ヘルパーの属性・キャリアと介護能力得点の平均値（得点の単位：点）  

回答者数  総合得点  身体介護 得点  生活援助 得点  人間関係 得点   

全  体  1，579  152．80   92．00   54．08   52．72   

1年未満   282  128．22   70．55   47．09   45．86  

通介   
算護  

348  144．78   82．69   52．09   51．35  

経の  466  156．01   95．35   55．05   53．29   

験仕   431  171．74  109．77   59．04   57．81  
年事  

数の   1，527  152．76  91．96  54．03   52．75  

p＝0．000   p＝0．000             p＝0．000  P＝0．000   

在  在宅のみ   1，339  150．70   89．30   53．73   52．32   

宅   施設もあるが在宅が主   
と  

113  164．27  104．15   56．27   55．92   

施  在宅と施設を同程度   32  178．80  120．72   59．69   58．75   

在宅もあるが施設が主   
の  

57  165．91  113．09   54．89   54．47   

ウ  施設のみ   17  167．03  111．00   57．59   53．94   

日 イ  1，558  153．00  92．13   54．13   52．81  

ト   p＝0．000       p＝0．004        p＝0．000  p＝0．008   

身体介護のみ   25  150．84  104．96   46．36   52．00  
の身  
ウ体               生活援助もあるが身体介護が主   241  171．96  113．90   57．37   57．64   

ェ介  身体介護と生活援助が同程度   521  162．68  102．01   56．44   55．23  
イ護  
トと               身体介護もあるが生活援助が主   712  143．47   80．98   52．48   50，50   

生   生活援助のみ   
活  

66  110．39   49．88   44．62   40．83   

援  1，565  152．98   92．12   54．12   52．79  

助   
p＝0．000  p＝0．000  P＝0．000  p＝0．000   

介護福祉士   99  172．67  113．22   58．89   57．17  

保               ヘルパー1級   64  175．70  112．95   59．80   59．42   

有   ヘルパー2級   
資  

1，187  152．85   91．87   54．09   52．83   

格  合計   1，350  155．39   94．43   54．71  53．46  

p＝0．000         P＝0．000  p＝0．000   p＝0．000   

ある   144  165．25  103．27   57．05   56．56  
勉学福  

強校祉               ない   1，368  151．22   90．50   53．70   52．28   

経で関   1，512  152．56   
験の係  

91．71   54．02   52．69  

の   p＝0．000  p＝0．000  P＝0．001  p＝0．000   

資料出所：「ヘルパーの能力開発と雇用管理職場定着と能力発揮に向けて」  

佐藤博樹 大木栄一 堀田聡子 著（勤草書房）   



（別添）  

資料5－3 法人格別各種数値  

複数事業の有無（有する割合）  

複数事業を有する法人の規模別割合  

就業形態別の従業員割合  

1事業所あたり平均従業員数  

事業所の開設後の平均経過年数  

事業所の開設後経過年数別事業所割合  

1年間の採用率・離職率・増加率  

離職者のうち3年未満割合  

離職率階級別事業所割合  

平均離職率  

従業員の定着状況  

訪問介護員の過不足状況  

介護職員の過不足状況  

諸手当の支給状況  

1年間の教育・研修状況  

1事業所あたり平均回答労働者数  

性別回答労働者数割合  

回答労働者の平均年齢  

年齢階級別回答労働者の割合  

月給者の所定内賃金  

日給者の所定内賃金  

時間給者の所定内賃金   
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資料5－3－1  
複数事業の有無（有する割合）   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  

※複数事業を有するとは、複数の介護保険の指定介護サービス事業を行っていることを指す。  



資料5－3－2  
複数事業を有する法人の規模別割合  

ロ無回答   

臼500人以上   

口300～499人以下   

囚100～299人以下   

D30～99人以下   

口20～29人以下   

田10～19人以下   

ロ9人以下  

無  
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資料出所＝（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  

※複数事業を有するとは、複数の介護保険の指定介護サービス事業を行っていることを指   



資料5－3－3  
就業形態別の従業員割合   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－4  

1事業所あたり平均従業員数   
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 法人格  資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－5  
事業所の開設後の平均経過年数   
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法人格  

資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－6  

事業所の開設後経過年数別事業所割合   



資料5－3－7  
1年間の採用率・離職率・増加率   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－8  
離職者のうち3年未満割合  
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－9  
離職率階級別事業所割合  
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資料出所‥（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－10  
平均離職率   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－11  
従業員の定着状況  

□無回答  
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－12  
訪問介護員の過不足状況   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－13  
介護職員の過不足状況  
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－14  
諸手当の支給状況  

口賞与  

（一時金）  
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－15  
1年間の教育・研修状況  
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－16  
1事業所あたり平均回答労働者数   
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資料出所＝（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－17  
性別回答労働者数割合   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－18  
回答労働者の平均年齢   

協
同
組
合
 
 

無
回
答
 
 

社
団
法
人
．
財
団
法
人
 
 

そ
の
他
 
 

社
会
福
祉
協
議
会
以
外
の
社
会
福
祉
法
人
 
 

医
療
法
人
 
 
 

社
会
福
祉
協
議
会
 
 

民
間
企
業
（
個
人
経
営
・
会
社
等
）
 
 
 

N
P
O
 
（
特
定
非
営
利
活
動
法
人
）
 
 

資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



資料5－3－19  
年齢階級別回答労働者の割合  

□無回答  

囚60歳以上  

■55歳以上60歳未満  

ロ50歳以上55歳未満  

田45歳以上50歳未満  

口40歳以上45歳未満  

区35歳以上40歳未満  

ロ30歳以上35歳未満  

□25歳以上30歳未満  

国20歳以上25歳未満  

□15歳以上20歳未満  

資料出所：（財）介言葉労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－20  
月給者の所定内賃金   
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資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18  



資料5－3－21   
日給者の所定内賃金  
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法人格  

資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」   



資料5－3－22  
時間給者の所定内賃金   
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資料出所‥（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成18年）」  



竺淋ごこ2  

介護労働者の確保Ⅰ定着等に関する研究会  

事業者団体等ヒアリングに係る主なヒアリング内容（事項別）   



業界ヒアリング事項別整理表  

区  

分   
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

○介護事業の現状認識   

・介護保険制度は、スタートして8年が経過。2度にわたる介護報酬減と、18年度制度改正により、サービス体系の複雑  
化、介護報酬減、加算・減算等に伴う業務の煩雑化などが、従事者の労働加重から深刻な人材流出確保難の実態と  
あいまって、介護現場からは経営難の悲鳴が渦巻いている。  

全国老人福祉施設協議会   
（老施協）  ・特養ホームにおいては、重度化が進んでおり、人員配置基準を上回る介護職員数を必要としている。（重度化により  

報酬は増収するが、人件費増は、それを上回る。）重度化のなかでも、認知症の重度化が特に深刻であり、問題行動  
やケアの困難さから、職員のストレスは増大する一方である。   

介護保険制度創設以来2度の介護報酬のマイナス改定を主原因として、昨今の物価上昇により、事業運営は大変きび  

全国老人保健施設協会   
しい。  

2  

（全老健）  
1）初期からの施設は大規模改修の時期  

2）福祉用具、補助具等が前近代的 など   

日本在宅介護協会   
・介護人材不足  

3  

（在宅協）  
・赤字経営に陥る事業者が増加（法人全体で37．4％が赤字経営）   

4  「民間事業者の質を高める」 全国介護事業者協議会  会員の大方が赤字であり、平成21年の介護報酬の改定に最後の望みをかけているのが現状  
・介護労働は重要な職業にもかかわらず、他の産業などと比較しても給与が安すぎるなど労働対価としての評価が  
あまりにも低すぎる。介護者はより高度な専門性が求められ、介護の現場の労働内容はより高度化している。  

5  日本介護福祉士会  
・現在の介護労働の評価は実態とかけ離れ、低すぎる。介護職員の労働意欲の低下などから離職率が増え入職率も  
減少してくるなど介護現場の人材不足を招いたのは、当然の成り行きであり、早急に介護労働に対して評価の向上を  
はじめとする人材確保対策が必要  



区  

分   
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

全日本自治団体労働組合   
・非正規労働者が主力  

6  

（自治労）  
・現場の経験では、より柔軟で非定型的な対応が求められるため、むしろ経験と高度な専門性が求められている。   

現場で長く働いている人は、それなりにやりがいを感じている。「3K」に見合った収入もなく、一人で自活できる人も少  
7  日本介言蔓クラフトユニオン        ない。将来の展望もない。結局生活できず業界を離れていく。残された看たちがさらにきついシフトで働くことになり、燃  

え尽きていってしまうのが現状。   

【賃金水準】  

・絶対的、相対的に低い水準であり、  
・一般的な職能給のように、キャリアパスをイメージして給料が高まる展望がない状況にあると認識  
【仕事の内容】  

・やりがいが高く、魅力的な仕事である一方で、ボランダノの要素が強い職業であると認識しています。  
・また、職種、分野（介護／医療）ごとにより縦割りが強いと認識  
【全体的な過不足感】  

・介護サービスニーズは高まる一方で従事者は非常に不足し十分に確保できないことから、  
・事業者はサービス拡大できずに収益が悪化し、  

8  SMS（カイゴジョブ）  ・その結果、採用・教育予算が減少することで、さらに従事者が確保できないという悪循環に陥っていると認識  

このため、  
・圧倒的に人手が足りず、経験者募集にも応募がないことから、新卒採用にシフトしようとしているものの、学生は介護  
業界で働くことに対する展望が見えないことから、准公務員的な給与体系が整備されている社会福祉法人に流れてし  
まう。  
・人が集まらないことから事業展開全体に対する閉塞感が強まり、あきらめムードが広がっている。   
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区 分 団体名等  主な内容（抜粋）   備  考   

○人員構成と過不足感、人材の理想的な構成等   

利用者の重度化に伴い、医療看護・介護体制の整備充実が喫緊の課題。  
加えて18年制度改正後の加算・減算制度により、重度対応、看取り介護、栄養管理、感染症防止など看護・介護職員  

にかかる負担が大幅に増大。このため、看護・介護職員の配置を増やす傾向にあり、業界全体として看護・介護職員  
の不足が顕著。  

全国老人福祉施設協議会   

（老施協）  

看護職員は3名から4名の配置であり、欠員が生じた場合、即戦力としての人員補充が常に求められている。介護職  

具については、まんべんなく年齢階層が分布していることが理想。   

看護・介護スタッフの絶対量：ギリギリ持ちこたえている一間違いなく不足  

1）募集しても“来ない”！  

2）中堅職員が育たない、辞める。  
3）看護、介護の連携がうまくいかない。（人間関係い・・待遇も違う！）  

2   
全国老人保健施設協会  地域ケアの中継ぎ役としての老健施設（多様な利用者と多機能）には“真のプロフェッショナル化”が求められてくる。  

（全老健）   1．新卒と中途（特に介護福祉士）  
新卒から積み上げた「人事・キャリアーのピラミッド」ができていくことが必要  

2．経験者と未経験者  

リストラやフリーターを経験した方々が介護サービス職に就き、「ピッダノはまる」ことも多々  

3．男性と女性  
中堅以上となった男性職員が“一家を養っていける給与”という“幹”なしに、人材確保・人材育成議論を行うこと自体  
が“不毛”   
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区  
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

在宅介護においては全て有資格者で構成している。介護の質を考えれば経験者が望ましいが現実には困難。全国的  
に絶対数は不足。特に都市部では新規採用は出来ない状況。また地方では夜間の働き手が無い。  

3   
日本在宅介護協会   

（在宅協）  

理想的には、資格を持ち3年以上の介護の経験および社会経験を積んだ女性。正規職員が理想。  

人員については絶対量が不足をしている。その中でとりわけ大都市での確保は困難な状況（ジャパンケアの状況）  

「民間事業者の質を高める」        有資格、かつ資格も二級より一級、一級より介護福祉士の取得者が望ましい。  
4               全国介護事業者協議会   経験はあった方がより良い。正社員の方が望ましいが現状の介護報酬では非常勤社員を採用せざるをえない。在宅  

の利用者は女性が多いので、男性ヘルパーを拒否する利用者が多いので、女性社員の確保を望む。  
新卒・中途、どちらでもかまわないが、理想としては新卒を採用し、教育をして育てていくべきと考える。年齢層について  
は年齢（20代、30代、40代、50代）のバランスのとれた配置が望ましいと考える。   

全体的な絶対量が不足、特に若年層・男性が不足。最も顕著に若年層・男性不足がみられるのは、訪問介護部門、40  

5   
全日本自治団体労働組合        歳～50歳代の女性が主力であり、離職・退職が続けば、すぐにでも事業の存続が困難になってしまう。訪問介護の活  

（自治労）   動時間帯では、需要が高い早朝や夕刻～就寝の時間帯で人員不足が顕著。同様に休日についても人員不足が顕  
者。   
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区  
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

訪問介護は、土、日、祝日、盆、正月は関係なく業務はあるのに、土、日に働いてくれる人材はとても少ない。また早  
朝・夜間についても人手が足りない。  

6  日本介護クラフトユニオン            人員基準のあるサービス提供責任者は、なかなかなり手がいないので、退職者が出ると事業所の存亡にまで関わって  
しまう。   

○人材確保の状況、募集方法について   

・全体の半数の施設が介護職員が不足している。ただし、大都市部では65％の施設が不足。  
・特別区では、高籠な給料を支給することで人材確保を行わなければならないことが経営を圧迫している。  

全国老人福祉施設協議会   

（老施協）  
ター・バンクに求人依頼」44．6％、「就職情報誌や新聞折り込み広告の利用」39．4％、「縁故・知人■友人など  
の紹介を利用」37．3％の順になっている。一方、「福祉系大学に求人依頼」30．1％など、学校に直接求人を出  

す施設は3割を超えている。  
・この中で、最も有効であった方法としては、「公共職業安定所」21．8％、「就職情報誌・新聞・折り込み広告」  

15．5％、「縁故・知人・友人などの紹介を利用」14．0％、「福祉系専門学校」9．3％、「福祉系大学」5．2％、「福祉  
人材センターリ〈ンク」4．1％の順になっている。   

・人員基準を守っていると言う点では充足していると言う回答になるが、欠員補充や加配の要員の確保は  

日々難しくなっている。  

1募集条件となる賃金水準や昇給等は、地域格差があるため一概にいえない。  

2   
全国老人保健施設協会   

（全老健）  

一個々の施設の募集に関しては、求人広告、職業紹介所など、あらゆる方法を採用している。  
・人事担当者が直接に介護職養成校等を訪問し、新卒学生の就職を依頼しても「希望者“なし”」が実態である。   
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区  

分   
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

新聞等の折り込みチラシを4週連続して出しても1名の採用すらできない場合もある。  

3   
日本在宅介護協会   

（在宅協）  
募集方法  工夫  

①新聞折り込みちらし等の求人広告  ①コールセンターを設ける大規模事業者もあり。  
②ハローワーク・福祉人材バンク  

③新聞紙面・求人雑誌への掲載  
④自社ホームページ・介護専門サイトへの掲載 など   

・慢性的な人材不足であり、そのため、各事業所の現場は疲労困倭  
・ヘルパー一人採用するために50万円の募集費をかけても集まらない状況  

「民間事業者の質を高める」  

4   全国介護事業者協議会  

・毎週日曜日の折込共同チラシ、インターネット、ハローワークを使っている。  
・エ夫としては当社で働くと、上位資格取得の支援、各種研修会によりスキルアップすることができることを全面的に打  
ち出して募集広告を出している。   

6
 
 
 



区  

分   
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

○雇用管理の状況について   

職員教育の充実をはかり、施設独自で取り組みを進めている施設は多い。専門職育成のための財政的な支援、援助  
を検討すべき  

1．労働環境の改善  
・各種記録、書類の作成等に関わる時間を極力短縮する  
・介護保険法人の行政による指導・監査、サービス情報公表制度、事業所更新手続きなどの書類作成の重複。社会  
福祉法人及び老人福祉事業としての指導・監査。さらに、第三者評価。これらの整理合理化が必要。  

1   全国老人福祉施設協議会                              ・人員配置を多くして、個々の職員への負荷が過重にならないようにする  
（老施協）   ・資格、職能、責任、経験を考慮した給与体系の充実  

・マニュアル作成により、業務や職員の意識の統一化をはかる  
・専門資格取得を奨励し、受験日の業務免除や資格手当を支給する  
・育児支援の充実  

・福利厚生事業への充実  

2．健康管理  
・メンタルヘルスの取り組み  

・徹底的な腰痛対策、介護者の体力強化の取り組み   

「研修ポイント制度（前記）」等を早急に構築して、日常的な学習の「認証、顕彰」を積極的に行っていただきたい。  

2   
全国老人保健施設協会   

（全老健）  ・労働環境の改善は、まさに“経営と運営”の事業者戦略である。労働環境が良好でない事業所に介護労働者は定着  
しない。  
・健康管理のためには「法定健診」以外に、「個人的な相談」により早期に変調に手を入れる必要がある。この支援が  
必要。同時に、いわゆる「福利厚生（職員旅行、忘年会等）」に対する支援が必要である。   
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区  
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

・介護スキル向上のための研修受講  

・介護福祉士、CM等資格取得のための研修受講  
・管理マネジメントのための研修受講  

3   
日本在宅介護協会   

（在宅協）  

給与の一定レベルの確保、将来の安定性、希望が望めれば定着率は高まる。地域での保育所一宇童保育等の充実、  
保育時間の延長、夜間あずかり等、福利厚生の充実も必要と考える。   

・採用時研修に始まり、各種研修会を開催している。外部で行われる研修会にも積極的参加するよう推進している。  
・介護福祉士の資格取得を支援しており、グループ内の学校法人が開催している介護福祉士受験対策講座の受講料  
の9割を助成している。  

4   
「民間事業者の質を高める」  

全国介護事業者協議会  

・介護福祉士の資格取得を支援しており、グループ内の学校法人が開催している介護福祉士受験対策講座の受講料  
の9割を助成している。  
・現在の労働環境を改善するには、事務員が配置できる介護報酬にする必要がある。介護職業病でもある腰痛対策  
は、介護姿勢のサポート、施設なみに、年2回の腰痛検査などを義務付ける必要がある   
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区  
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

・公正■公平なキャリアアップの仕組みと、それに応じた研修体系の確立、職場における研修参加へ支援体制が必要。  
・介護福祉士などの専門職を評価し、一定の配置を義務付け、介護報酬の加算の対象にするなどの措置を講じるとと  
もに、チームリーダー養成研修制度の定着、専門介護福祉士（仮称）などの認定資格の創設、それに伴う配置の義務  
付け及び介護報酬の加算の対象にすること、また、施設長等については国家資格や一定の研修終了などの資格要件  
を課すこと等が必要。  

・教育訓練費が活用できるような仕組み、研修参加者に対する評価や人員配置の見直し等により、研修に出やすい職  
場環境づくりと介護者のキャリアアップの仕組みの確保が必要。  
・小規模の事業所など職場のOJTが十分できないところで働く介護職のために、職能団体が行う研修に参加させること  
がで  

きるなどの仕組みも必要  

5  日本介護福祉士会  

・賃金向上などの労働条件の改善やキャリアアップの仕組みを導入することは当然のことであり、安心しては働けるよ  
うに経営母体も安定する仕組みも必要  

・夜勤の時間帯の配置基準の見直しなど夜勤のあり方などにも改善していくべき  

・介護職がやむなく医療行為も行わざるを得ない状況もある。そのため、介護職は大きなリスクを背負い精神的にも負  
担が増加している。このような状況を改善することも必要。  
・定着率を図るためには、施設利用者の重度化も加味し配置基準を2対1にし、適切な介護サービス、安心なサービス  
が提供できるようにする事が必要  

・職員の大半がパート等の非常勤職員で占められており、結果的に常勤職員に責任が過重となってストレスも増加して  
いることから、常勤職員の配置基準のあり方の改善が必要   

・資格制度の高度化、資格制度を基盤としたキャリア／くス・システムに連動する給与体系の創設、介護報酬の裏付けを  
伴う研修機会の確保と資格取得支援  

6   
全日本自治団体労働組合   

（自治労）  
健康管理について  

介護労働者の多くを占める非正規労働者に対してはほとんど実施されていない。対人サービス特有の燃え尽き症候群  
などが増えており、メンタルヘルス対策も重要   
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区  
団体名等   主な内容（抜粋）   備  考   

介護支援専門員の実務経験に、いつの頃からか身体介護しか算定できな〈なっている。圧倒的に生活援助や予防の  
訪問介護が多いので、在宅の経験者が受験しやすいような設定を考えるべき。  

7  日本介言葉クラフトユニオン  

感染症対策、カウンセリングなどの健康管理、検診の実施ができ、管理者や事務員が兼務しなくても十分採算がとれる  
ような事業所運営ができるような報酬体系を作る。介護従事者の最低賃金を法的に設定し、経営者への指導をすべ  
き。   
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笑声∴＝三  

介護労働者の確保・定着等に関する研究会  

ヒアリング対象団体等からの厚生労働省への要望一覧   



ヒアリング事業主団体等からの厚生労働省への要望一覧  

事業主団体等名   No   項  目   備  考  

口  介護人材確保のための支援・補助対策  

2  介護報酬の引き上げ  

3  訪問介護事業におけるサービス提供責任者の適切な評価と配置基準の緩和  

4  介護職のキャリアパスを通じた魅力ある専門職種としての社会的地位の向上  
在宅協  

（ニチイ学館系列）  

法改正や報酬改定により制度が複雑化、利用しやすい制度と運用となるよう、また、重患負  
5        担を軽減し、効率的な介護サービスの提供  

6  事業者及び介護従事者が安定した経営と収入となる仕組み  

7  介護報酬の地域区分の見直し  

口  全国のハローワークでヘルパーを中心とした求人専門のコーナーを設けることを希望する  

民介協  2  介護労働者を確保するため、全国各地で合同会社説明会などを開催してほしい  

（ジャパンケア系列）  

事業所の要である管理者の育成が急務であり、各団体に補助金を出し、研修会を開催するこ  
3        とができるようにしてほしい  



介護報酬の増額もしくは、基準以上に介護職員の加配をしている事業所への大幅な加算措置  
口        を求める。  

全老健  
実践型人材養成システム等の教育に関する助成金の助成率のアップと助成金取得手続きの簡  

（老人保健施設）  
2        略化を求める。  

3  介護職員がある程度、業界に充足するまでは、改正介護福祉士法に経過措置を求める。  

口  介護保険制度の見直し・改善、適正なる介護報酬  

社会福祉法人改革（社会福祉法人の構造改革、介護保険施設・事業所における職種ごとの裁量権、  

2        業務範囲の弾力化）  

人材育成  
の喜門脇育成のための財政的な支援、援助の検討  
例：介護福祉士養成課程における援助  

介護福祉士国家試験の受験機会の拡大一合格単位制、複数受験日 等  

老施協  （包外国人介護人材の専入れ   

（特養ホーム）  例：EPA協定による計画的な看護・介護人材の受入れ  
3                              現在の協定では、介護人材受入のハードルが高い。実態にあった合理的基準設定へと見直すべき。  

（送り出し人材に大学卒程度の要件を課す。日本での就労4年経過後に介護福祉士試験合格を課す）  
（訃介護福祉士の針金的評価の向上  

介護福祉士法改正により、養成校卒業に付与されていた同資格は、新たな養成カリキュラムとともに国  
家資格合格が義務付けられた。介護福祉士に医療関連行為に必要な知識・技術の習得を求め、より  

高度な専門性を備えることで、社会的評価を高める。  

4  介護経験後の高齢者、子育て後の女性などが再就職するための社会的位置付けや活用方策の検討  

の改善・ 
介護福祉士会   

ップの仕組みなど介護福祉士の社会的評価の向上のた  口  介護職の労働条件キャリアア      め、人材確保基本指針を実効性あるものにするための取組を期待したい  



人員配置基準の見直しや労働時間の短縮も重要であり、 の遵守を徹底できるような  

2   

3  平成21年の改定時に適切な幸艮酬の設定  

への正当な評 うな介護 の弄．直し、障害者自立支援法の見直しな  

4  介護労働者価を行えるよ報酬      ど社会保障の充実を目指して幅広い施策を講じていただきたい  

介護福祉士会  

人不足だからといって安易に外国人に頼ることは避けるべき。潜在介護福祉士を含め潜在介  
5  

若い人が介護を目指すように国内での介護労働力確保を最優先すべき  

国民に対して、介護・福祉に関する普及啓発を促進するために「介護の日」を設けていただ  

6  

従事者が介護の随業人として認知され、歩むことのできる仕組みづくり（資格に連動した報  
口        酬の制定を前提とした介護従事者に対するキャリアプランの提示、独立開業などのモデル  
ケースの提示）  

SMS  

（ネット事業者）  

での医療・介言 の 的な連携の莫現（介護業界の存在感・立場の向上、介護職  2  地域内昔機関有機      の職業人としての社会的認知、賃金の引き上げが不可欠）   

生活できる賃金水準の確保と介護労働者への配分の誘導（介護報酬の算定根拠を公表し、人  
口        件費相当部分を明示）  

自治労  

2  書類・報告書作成業務の軽減  



自治労   
会的地位の向上に向けた取り組み（専門職として誇りを持って一生涯働き続  

3  介護労働者の社      けることができる社会的地位を確立するための取り組み）   

平成18年の法改正のとき、内容が決まるのがぎりぎりとなり、なおかつ剋且畳仝旦凰恕を  
日本介護クラフトユニオン  口        ケアマネジャーにまる投げする自治体まであった。後期高齢者医療制度もしかり。自治体と  

してやるべきことをやるよう、できるよう、指導していってほしい。   

孤独死・虐待・減鏡改定・コムスン問題等否定的な報道により、マイナスイメージを植え付  
口        けてしまったのではないかと思います。まずはこの事象払拭を図ってほしい  

特養「光風荘」  

介護事業は最たる労働集約型産業。働く人のモチベーションで良否が大きく左右される事業  
2        であるいので、彼らが夢・将来展望が持てるような改革案を発信していただきたい   

老健施設「ハートランド・   安定した人材確保、介護従事者の意欲、技術の向上のためには実績評価による畳放生鐘遇呈  
ぐらんばぐらんま」  口         の改革が必要であり．そのための適切な介三尊報酬改定をお願いしたい   

在宅系「やさしい手」   口  雇用管理にお金が流れることを期待。雇用管押が啓備され目標設定と達成支援の環境が整備  

口  介護職の養成のカリキュラムの桧討  

NPO  

「サポートハウス年輪」  養成研修終了後すぐに在宅に入れる仕事ではない。これを踏まえてインターン制が必要では  

2        ないか。そのためのカリキュラムが必要  



介護職娼の現任研修を事業所任せではなく、自治体単位で行なうよう、国曳ミ盟助を考えるベ  
3        き  

NPO  
「サポートハウス年輪」  介護人材確保にかける費用がまかなえない小規模な事業所は事業継続も危ぶまれる状況であ  

る。公共機関であるハローワー ンターが伴い勝手がいいエ美が必要ではない  

4        クや福紺人材セ    か。人が集まり、アクセスが簡単であり、魅力ある広報戦略を公募してもいいのではない  
か。   

NPO  将来にわたって働き続けられる条件を整えることが出来ない。今後勤続年数が長くなり、ケア技が上  

「暮らしネット・えん」   
口        がっても、それに見合う賃金が捻出できない。こころざしを持って就職してくる職員が、経験を重ね給  
与も上がる、「昇進・畳給lが可能になる制唐設計を期待   

介護分野に関する国民の関心を高めイメージアップを図り、介護報酬・介護保険料を含めた  
口        適切な対価に対する国民理解属個進すること  

2  外国人労働者の受け入れを含めた労働力の供給量の増大  
介護付き有料老人ホーム  

「ベネッセスタイルケア」  

3  介護事業における規制緩和・自由化による効率的な介護サービスの実現  

4  有料老人ホームに対する介護従事者および看護師の労働者派遣の派遣可能期間の制限撤廃  

5
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中間報告とりまとめ（骨子）案について  

はじめに  

第1介護労働者の現状と課題  

1．介護労働の現状  

（1）介護労働者数の動向  

（2）利用者数の動向  

（3）介護事業所数の動向  

（4）賃金等の動向  

（5）離職率等の動向  

（6）地域別分析  

2．介護労働者の確保・定着のための課題  

（1）人手不足感  

（2）相対的に低い労働条件  

（3）介護サービス別による課題  

（4）経営主体別による課題（P）   



第2 今後の介護労働対策の方向性  

1．介護労働者が意欲と誇りを持って働くことができる社会の実現  

～介護サービス分野における人手不足や高い離職率を改善し、安定的に人材を  

確保する仕組みの構築が重要～  

2．介護労働者の確保及びマッチング等  

～必要なサービスを提供できる介護労働者を安定的に確保するための対策～  

（1）潜在的有資格者の掘り起こし  

（2）ハローワークを通じた福祉人材確保機能の強化  

（3）多様な人材の参入・参画  

（4）教育機関・養成施設等との連携  

3．介護労働者の雇用管理改善について  

～雇用管理の改善を通じて、魅力ある仕事として評価され選択されるための対策～  

（1）基本的な人事労務管理の周知・普及啓発  

（2）介護労働者の処遇改善の促進  

（3）介護労働者に対するキャリア管理の推進  

（4）経営基盤の効率化、生産性の向上  

（5）介護労働者が安心して働ける環境整備  

4 介護労働分野のイメージアップ対策について   




